
 

決算書掲載頁　P125

内
訳

改正前の国民年金法の国籍条項のために年金を受給できないでいる在日外国人高齢者に給付金を支給し福祉の向上
を図る。

今後も引き続き適正に事業を実施する。
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対象となる在日外国人高齢者に対して給付金を支給し、その福祉の向上を図る。
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改正前の国民年金法の国籍条項のために年金を受給できないでいる在日外国人高齢者に給付金を支給してその福祉
の向上を図ることを目的とする。
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本市に居住している者で、大正15年4月1日以前に生まれ、昭和57年1月1日以前か
ら外国人登録をしていた者、または、昭和56年12月31日以前に外国人登録をし、昭
和57年1月1日以降に日本に帰化した者で所得等の要件に合致する者

今後とも適正に事業を実施する。
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事業：在日外国人高齢者特別給付金支給事業                                

１．在日外国人高齢者特別給付金支給事業 

年金制度上の理由により、年金を受給できないでいる在日外国人の高齢者について月額 10,000 円の給付金を支

給した。 

 

 

 

 

細事業：在日外国人高齢者特別給付金支給事業             

１．在日外国人高齢者特別給付金支給事業 

年金制度上の理由により、年金を受給できないでいる在日外国人高齢者 2名に対し、計 130,000円を支給した。 

 

 

 


